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国立大学の運営における同窓会の位置づけの現状について
−中期計画の記述の分析を中心に−

高田　英一
九州大学　大学評価情報室
takata@ir.kyushu-u.ac.jp

和文要約
　近年の経営環境の悪化により、国立大学では同窓会のサポートに対する期待が高まっている。
第 2 期の中期目標・中期計画においては、文部科学省から項目数の削減が指示され、全体の項目
は大幅に削減されたが、約 23% の国立大学の中期計画において、同窓会に関する項目がある。また、
同窓会に期待する活動分野は、学生への支援から国際交流、運営体制に変化している。

和文キーワード
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1．はじめに
　現在、わが国の国立大学は、第2期の中期目
標・中期計画期間の中間地点に差し掛かりつつあ
るが、その運営環境は18歳人口の減少、グローバ
ル化の進展、国による財政支援の削減など厳しさ
が増す一方である。
　このような状況において、大学を支えるものと
して同窓会に対する期待が高まっており、今後、
大学運営における同窓会のあり方の研究を進める
べきと思われるが、現時点では、前提とすべき同
窓会の大学運営における位置づけの現状が明らか
になっていない。

2．先行研究について
　わが国の大学の同窓会に関する先行研究として
は、まず、天野（2000）は、日本の大学における
同窓会の創生期から現在までの歴史的経緯を分析
している。また、島田(2008)、石（2000）、長島
（2000）、山崎（2000）など有力な大学同窓会の

事例に関する研究があるものの、全体的な状況を
調査したものではない。また、高田（2011）は、
全学同窓会の規約等を対象として、その性格に関
する調査を行っているが、いずれも、国立大学の
運営における同窓会の位置づけについては対象と
されていない。
　これらに加えて、山田（2008）、江原（2009）
など米国の同窓会の研究から得られた知見を基に
わが国の同窓会のあり方を論ずる研究が見られる
ものの、国立大学の運営上の同窓会の位置づけに
焦点を当てた先行研究は、管見の限り見あたらな
かった。

3．調査の枠組み
　以上を踏まえ、本稿では、国立大学の運営にお
ける同窓会の位置づけを把握する観点から、国立
大学の運営計画である中期計画を対象として、同
窓会に関する項目の調査を行った。
　なお、本稿では、中期計画を調査対象とした
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が、例外的に、中期計画に「同窓会」の語がなく
中期目標にある場合は、項目があるものとみなし
た。また、実績報告書等の他の評価書において
は、「同窓会」が明記されていない中期計画の項
目に関する箇所でも、同窓会に関係する記述が散
見される。これは、評価の際には、活動実績を根
拠づけるために、可能な限り広く関係する取組を
記述する傾向があるため、と思われる。しかし、
本稿では、国立大学が同窓会を大学運営にどのよ
うに積極的に位置づけているか、に着目している
ため、分析の対象は中期計画の記述に限定した。
　中期計画は、文部科学省のHP（注1）から、各
国立大学の第1期及び第2期の中期計画の収集を
行った。
　また、分析に当たっては、中期計画は、基本的
に、文部科学省より示された様式（注2）に従っ
て策定されていることから、この様式の項目に
従って、項目を分類した。このため、内容的に重
複等する項目があることに留意する必要がある。

4．中期計画の項目に関する分析
4.1全体の傾向について
　まず、同窓会に関する中期計画の項目の全体の
傾向について分析する。

4.1.1全体の項目数の傾向について
　同窓会に関する項目の全体の数は、第1期中期
計画（以下、「第1期」。）では57項目であった
が、第2期中期計画（以下、「第2期」。）では23
項目と減少している。第1期と比較した減少率で
は、−59.6%となる（表1）。

　この点、中期計画の全体の項目数の変化につい
て留意する必要がある。すなわち、第2期の中期
目標・計画の策定の際、文部科学省より様式とと
もに、評価負担の軽減等の観点から、項目数の上
限の目安100項目が提示された（注3）。その結

果、文部科学省のデータによると、第2期の中期
計画全体の項目数は大きく減少しており、法人当
たりの平均項目数を比較すると、第1期の190.5項
目から74.1項目（注4）に減少し、減少率では−
61.1%にもなった。この数値は、同窓会に関する
項目の減少率（−59.6%）と同程度であり、この
ような全体の項目数の減少を踏まえると、第2期
では同窓会を大学運営に位置づける動きが低下し
たとは、必ずしも言いきれない。
　筆者の所属する国立大学では、第1期の中期計
画の策定の段階では、初めての経験であることに
加え、大学としての中期計画の捉え方が確定して
いなかったこともあり、大学運営の関心事項のほ
とんど全てを中期計画に盛り込んだ。このような
状況は、上記の項目数の多さからも、大多数の国
立大学に共通と思われる。
　他方、第2期の中期計画の策定の段階におい
て、全体の項目数の上限が設定されたことから、
各大学では、大学運営の関心事項を取捨選択して
項目を設定したと思われる。このような状況下
で、あえて同窓会に関する項目を規定した国立大
学は、積極的に同窓会を大学運営に位置付けてい
る国立大学と推測される。

4.1.2全体の内容面の傾向について（表2）
　次に、同窓会に関する項目全体の内容面の傾向
について検討を行う。
　国立大学全体でみると、第1期で最も多い項目
は、「学生支援」であり、項目数は21（36.8%）
であった。次に、「社会連携」7（12.3％）が続
く。
　他方、第2期では、前述のように全体の項目
数が大幅に減少しているため、項目の総数に対
する割合でみると、高い順に、「国際交流」5
（21.7%）、「運営体制の見直し」4（17.4%）、
「財務内容・自己収入の増加」4（17.4%）、「学
生支援」3（13.0%）となった。特に、「国際交
流」、「運営体制の見直し」は、全体数の大幅な
減少にかかわらず、項目数が増加していることか
ら、関心の高まりが伺える。他方、「学生支援」
は3項目（13.0%）、「社会連携」は1（4.3％）に
とどまった。
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4.2個別の分野ごとの傾向について
　以下では、同窓会に関する中期計画の項目につ
いて、項目数が多かった個別の分野ごとに傾向を
分析する。

4.2.1学生支援（表3）
　第1期では、「学生支援」に関する総項目数は
21であった。より具体的に取組内容を見ると、学
習支援1、就職支援9、経済的支援5、広範囲の連
携6であった。
　他方、第2期では、総項目数3と大きく減少して
おり、取組内容ごとにみると、就職支援2、連携1
であった。
　全体数が大きく異なるので、単純な比較は難し
いが、第1期、第2期に共通して、就職支援が主な
内容と言える。

　次に、具体的な内容を以下に示すが、内容面で
は、大きな差は見られなかった（表4）。
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4.2.2国際交流
　第1期では、「国際交流」に関する総項目数4で
あった。他方、第2期では、総項目数5と増加して
いる。
　全体の項目数の大幅削減の状況での増加であ
り、相対的に重視されるようになってきたと評価
できる。留学生政策など、国際交流がグローバル
化の中で急激に必要性を増してきたことが要因と
思われる。また、これまで既存の同窓会が存在し
ない分野であるため、先行研究で指摘されている
既存の同窓会との調整という課題に関わることな
く、大学主導で取組を進めることができることに
も一定の影響があると推測される。　
　具体的な内容を以下に示すが、多くが留学生の
ネットワーク形成であり、内容の面で大きな変更
は見られなかった（表5）。

4.2.3運営体制の見直し
　第1期では、「運営体制の見直し」に関する総
項目数は1であったが、第2期では4に増加してい
る。
　「国際交流」と同様に、全体の項目数の大幅削
減の状況での項目数の増加であり、相対的に重視
されるようになったと評価できる。説明責任など
社会との連携が意識されるようになってきたこと
が要因と思われる。

　次に、具体的な内容を以下の表に示すが、第2
期では、「連携システムの構築」、「組織化」と
いったより具体的な目的が規定されている（表
6）。

4.2.4財務内容・自己収入の増加
　項目数は、第1期では5であったが、第2期では4
と若干減少している。
　しかし、全体の項目数の大幅削減の状況にかん
がみると、相対的に重視されるようになってきた
と評価できる。運営費交付金の削減など厳しい財
政状況が要因と思われる。
　次に、具体的な計画の内容を以下の表に示す
が、第1期では「連携を強化」、「支援組織の設
立」といった抽象的な内容であったが、第2期で
は「募金活動」、「基金の拡充」、「寄付金の増
加」等、より具体的な目的が規定されている（表
7）。
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4.2.5個別の分野ごとの傾向のまとめ
　以上より、国立大学として同窓会に期待する活
動分野の中心は、学生への支援から国際交流、運
営体制の見直し、財務支援に変化していることが
明らかとなった。
　この点、江原（2009）は、米国の大学の同窓会
の活動に関して、寄付金等の財政面の支援から、
カリキュラム改善やキャリア支援などの教育面の
支援に拡大してきたことを指摘している。
　他方、わが国の国立大学の運営における同窓会
の位置づけは、未だ検討の端緒の段階であるが、
既にいくつかの国立大学の中期計画には財政面の
支援以外の項目も見られる。米国との運営環境の
違いもあるが、両者の比較等を通じての大学の運
営における同窓会の位置づけの進展に関する分析
は今後の課題である。

5．個別の国立大学の運営における同窓会の位置
づけに関する分析
　これまで、国立大学全体としての同窓会の運営
への位置づけの傾向を見てきた。
　以下では、個別の国立大学の運営における同窓
会の位置づけに焦点を当てて分析を行う。

5.1全体の傾向について
　中期計画に同窓会に関する項目がある国立大
学は、第1期では35（全86大学中40.7％）であっ
たが、第2期では20（同23.3％）に減少しており
（表8）、減少率では−42.9％となる。

　しかし、前記の全体の項目数の大幅な減少（−
61.1％）を踏まえると、国立大学全体として、運
営方針に同窓会を位置づける傾向が低下したとは
言い切れない。むしろ、中期計画の項目数の上限

の設定の結果、各国立大学における項目の取捨選
択が進み、積極的に運営に位置づける国立大学と
そうでない国立大学との差が明確になったと見る
べきであろう。
　なお、前述のとおり、中期計画に同窓会に関す
る項目がある国立大学については、大学運営に同
窓会を積極的に位置づけていると思われる。これ
に対して、同窓会に関する項目がない国立大学に
ついては、判断が難しい。すなわち、同窓会に関
する項目を設定しない理由は、いくつか考えられ
る。例えば、同窓会との関係における課題の存
在、各大学における取組の分野・難易度等に関す
る中期計画の設定方針に由来する制約、さらに
は、前述した中期計画の項目数の上限の設定の影
響などが考えられ、本調査ではその理由を明らか
にすることはできなかった。代表例をあげると、
東京工業大学について、その全学同窓会「蔵前工
業会」は、古くからの伝統があり、大学との連携
の上で、活発に活動していることは、先行研究な
どでも明らかにされているが、第1期、第2期とも
中期計画に同窓会に関する項目はなかった。この
点の明確化は今後の課題である。

5.2個別大学毎の動向について
　中期計画の同窓会に関する項目の有無に関する
パターンを整理すると、以下の表に示した4つの
パターンに分けられる（表9）。
　前述の第2期における項目数の上限の設定とい
う状況を踏まえると、第2期の中期計画に同窓会
に関する項目を設定した国立大学（パターン①、
③に該当。）には、そのような状況にも関わら
ず、あえて同窓会に関する項目を盛り込んだとい
う点で、大学の運営において同窓会を重視してい
る姿勢を見て取ることができる。その中でも、パ
ターン①は第1期の中期計画策定時からの同窓会
に対する運営上の積極的な位置づけを維持してい
る大学、また、パターン③は第2期の中期計画の
策定時から新規に積極的に運営に位置づける姿勢
に転換した大学、と見ることができる。
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5.3全学同窓会との関係
5.3.1全学同窓会について
　大学の同窓会は、構成員の帰属単位から、全学
単位の同窓会（以下、「全学同窓会」とする。）
と部局単位の同窓会に分けられる。後者は、一般
に小規模で、活動の方向も様々であるため、現
在、大学側から支援を期待されているのは、主に
前者の全学同窓会である。
　以下では、この全学同窓会の有無等と中期計画
における同窓会の項目の有無の関係について検討
する。
　本稿では、高田（2011）の手法に習い、各国
立大学のHPより、全学同窓会の有無とその設立
年を確認した（注5）。その結果、全86国立大学
中66（76.7%）に全学同窓会が存在すること、ま
た、66の全学同窓会中53（61.6％）の設立年が判
明した（表10）。

5.3.2全学同窓会の有無との関係
　まず、全86国立大学について、全学同窓会の有
無と前記5.2で示した同窓会に関する項目の有無
のパターンの観点から整理した（表11）。

　全学同窓会のある大学は、全てのパターンにお
いて、高い割合を占めたが、これは、全学同窓会
のある国立大学は、全体の76.7％であるため、あ
る意味当然の結果である。
　また、特に、同窓会に関する記述が第1、2期
の中期計画の両方にないパターン④について見
ると、全学同窓会のある国立大学が、43中34
（79.1%）と高い割合を占めていた。
　以上からは、全学同窓会が存在する国立大学の
方が、中期計画に同窓会に関する項目が多いとは
言えず、大学の運営に同窓会を積極的に位置づけ
ているとは言いきれない。

5.3.3全学同窓会の設立時期との関係
　次に、全学同窓会が存在する66国立大学のう
ち、全学同窓会の設立年が判明した53国立大学に
ついて、全学同窓会の設立年代と同窓会に関する
項目の有無のパターンの観点から整理した（表
12）。なお、2010年以降は、設立がないため、除
外している。
　この表からは、全学同窓会の設立数は、1970〜
1979年まで少数であったが、1980〜1989年以降増
加し、2000〜2009年には、最も多い26が設立され
たこと、また、この2000〜2009年に設立された全
学同窓会がある国立大学は、パターン①、②、③
とも割合が高い反面、パターン④の割合が低いこ
とが指摘できる。特に、5.2で指摘した現在大学
の運営において同窓会を積極的に位置付けている
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と思われるパターン①及び③の該当数の合計は9
であり、26中34.6％となる。この数値は、全体53
中に占めるパターン①及び③の該当数全体14の割
合26.4％よりも高い。

　ただ、年代ごとの全学同窓会の設立数には、ば
らつきがある。
　このため、以下では、より大きな傾向を把握す
る観点から、国立大学にとっての大きな転換点で
ある法人化が行われた2004年を基準として、その
前後で傾向を比較する（表13）。

　法人化以後に設立した全学同窓会がある国立大
学について見ると、法人化前に設立した全学同窓
会がある国立大学と比較して、パターン①、②、
③とも割合が高い反面、パターン④の割合が低
い。特に、パターン①及び③の該当数の合計は8
であり、22中36.3％となる。この数値は、法人化
前に設立された全学同窓会がある大学31中に占め
るパターン①及び③の該当数全体6の割合19.3％
よりもかなり高い。
　以上からは、法人化以後に設立された全学同窓
会がある国立大学では、法人化前に設立した全学

同窓会がある国立大学よりも、その運営に同窓会
を積極的に位置づけているケースが多いと言え
る。

5.3.4全学同窓会との関係に関するまとめ
　以上から、全ての国立大学について見ると、全
学同窓会があるだけでは、国立大学の運営におけ
る同窓会の積極的な位置づけに結びつくとは言え
ない。
　また、全学同窓会が存在する国立大学に限って
見ると、法人化以後に設立された全学同窓会があ
る国立大学については、法人化前に設立された全
学同窓会がある国立大学と比較して、その運営に
同窓会を積極的に位置づけている国立大学が多
かった。法人化以後は、法人化への対応という共
通の大きな課題が存在し、その取組のツールとし
て同窓会への期待が高まっていることが要因とし
て推測できる。
　他方、法人化前に設立された全学同窓会につい
ては、設立の年代や背景、経緯、運営上の課題が
大学毎に異なっている。この場合、国立大学の運
営における位置づけには、設立年の古さよりも、
先行研究において取り上げられている先進的な取
組などの個別の状況が影響を与えていると推測さ
れるが、その点は本調査では明確にならなかっ
た。

6．おわりに
　本稿においては、第2期の中期目標・中期計画
では、全体の項目数の制約にかかわらず、同窓会
に関する項目がある国立大学および項目は一定割
合が維持されていること、また、同窓会に期待す
る活動分野は、学生への支援から国際交流、運営
体制の見直し等に変化していることが明らかと
なった。
　ただ、多くの先行研究で指摘されているよう
に、同窓会と大学の連携関係を構築するために
は、既存の同窓会組織との調整や卒業生の関心の
低下など様々な課題がある。このこともあり、第
2期の中期計画においても、国立大学の運営にお
ける同窓会の位置づけは、全体として積極的とは
言い難い。
　とはいえ、国立大学を取り巻く環境が厳しさを
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増し、社会に対する説明責任が問われている現
在、教育研究等への支援のみならず、社会との連
携の有効なルートとなりうる同窓会との有効な連
携関係の構築のための取組を急ぐ必要がある。
　ちなみに、前述のように、第2期では項目数の
上限が設定され、同窓会に関する項目が減少した
が、このことは、中期計画の捉え方によっては課
題の原因となる。すなわち、中期計画を国との関
係での運営計画と限定的に捉えて、独自の経営計
画を別途策定している場合には、中期計画への記
載の如何にかかわらず、同窓会に関する取組も行
われることとなろう。他方、中期計画を大学の唯
一の経営計画と捉えた場合、項目に規定された取
組だけが行われ、項目から削減された同窓会に関
する取組が滞る可能性もある。
　先に見たように、国立大学の運営に同窓会を積
極的に位置づけるには、同窓会の存在だけでは十
分ではない。進研アド（2010）が指摘するよう
に、卒業生の母校への共感や愛着を形成する全学
的かつ継続的な取組が必要と思われる。中期計画
の項目の有無にかかわらず、自らの大学と同窓会
の置かれた環境を踏まえて、大学の運営に適切に
位置づけるための取組を積極的に進めることが重
要である。
　なお、本稿では、具体的な同窓会との連携の取
組事例は検討できなかった。達成状況報告書等の
記述を基にした個別の同窓会の活性度や国立大学
の運営における同窓会の位置づけの進展の分析は
今後の課題としたい。
　本稿が国立大学における同窓会との連携のあり
方を検討する参考となれば幸いである。

【注記】
注 1）文部科学省
　　 （http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/
　　　houjin/houjin.htm）
　　　収集日　2011年10月12日
注 2）各国立大学法人中期目標・中期計画担当理
　　　事宛事務連絡「国立大学法人の第二期中期
　　　目標・中期計画の項目等について」（平成
　　　20年9月30日、文部科学省高等教育局国立
　　　大学法人支援課長名）
注 3）注2で示した事務連絡「国立大学法人の第

　　　二期中期目標・中期計画の項目等につい
　　　て」には、第二期中期目標・中期計画にお
　　　いては、評価負担の軽減等の観点から、
　　　「第一期の全法人の平均最小単位項目数
　　　（約194項目）の概ね半減を目指し、項目
　　　数の上限の目安として100項目とした」と
　　　示されている。
注 4）「国立大学法人化後の現状と課題」（中
　　　間まとめ（案）平成22年5月27日　文部科
　　　学省）より。
注 5）各大学のHPより収集。
　　　収集日　2011年10月3日〜同11日
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support of alumni associations. In the med-term plan for Phase II mid-term, the number of plans 
was reduced because of request from the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology. However, in approximately 23% of mid-term plan for national universities have items 
that are related to alumni associations. The fields of alumni association activity have changed 
international exchange and management regime from the support for students.

Keywords
National University Corporation Evaluation, Alumni Association, Mid-term Plan, 

Institutional Research

9国立大学の運営における同窓会の位置づけの現状について　−中期計画の記述の分析を中心に−


